
「GX-ETS」制度設計上の課題

■経産省は2023年４月から「GX-ETS」の第１段階を
開始するとしているが、基本的な制度設計もできていない。

・超過削減枠の創出 ・基準年度の設定
・直接排出量と間接排出量の扱い・バウンダリーの設定 など

■経産省の資料でも、自主的取引制度の本質的な
問題点を指摘

■なぜ今すぐ、世界標準の義務的制度を設計し、導入しないのか。あえて時間の無駄をするのか？

出典：クリーンエネルギー戦略検討合同会合事務局「ＧＸを実現するための政策イニシアティブの具体化について」2022年11月24日

9



10

「成長志向型カーボンプライシング」構想への疑問③価格水準

③あまりに低い炭素価格の想定
・政府案から試算すれば、炭素価格は約1500円/CO2トンになる。
・IEAの“Net Zero by 2050” では、先進国で必要な2030年の炭素価格を130ドルとしてい
る。1ドル＝130円とすれば、16,900円/CO2トン

→政府案から試算できる水準は、IEAの想定の10 分の１程度の低レベル。

「GX経済移行債」の発行規模は20
兆円。これを2030年から2050年にか
けて、20年間で償還するとされている
ので、単純計算で年1兆円が必要。

「炭素に対する賦課金」は化石燃料の輸入に対して
課すことが想定されている。輸入量の100％に課せら
れるとすれば、エネルギー起源CO2の全量が対象に。
■2030年のエネ起CO2排出量：6.77億トン＊

2030年の炭素価格は、
１兆円÷6.77億トン

＝1,477円/トン-CO2

出典：国際エネルギー機関（IEA）Net Zero by 2050 A Roadmap for the Global Energy Sector（2021年10月 改定版）

（＊）出典：環境省「地球温暖化対策計画 概要」（2021年10月22日閣議決定）



④電力以外の大量排出事業者を除外するのか
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「成長志向型カーボンプライシング」構想への疑問④ETSの対象分野

出典：GX実行会議第４回資料

IEAは、2030年におけるG7各国のマイルストーンを示しており、水素ベー
スの直接還元-電炉法や、CCSを付帯させた脱・低炭素鉄鋼生産を合計
14％としている。1億トン近い粗鋼を生産している日本では、1500万トン
近い脱・低炭素製鉄が2030年までに必要。

鉄鋼業は産業部門のCO2排出の48％
を占める（直接排出）。
鉄鋼業大手3社は、事業者別排出量順
位で、1，2，4位（間接排出）。

鉄鋼業は「削減の難しいhard to abate」分野とさ
れてきたが、近年では削減対策が確立されてきている。

出典：自然エネルギー財団「日本に
おけるグリーンスチールへの道」
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「成長志向型カーボンプライシング」構想への疑問⑤ 使途

⑤20兆円のGX経済移行債は何に使うのか？

→ここでは「再エネ」もあるが、第４回資料で示された「今後の道行き（案）」には再エネは含ま
れていない。事例１は水素・アンモニア。

出典：GX実行会議第４回資料

・ウクライナ侵略後、
EUは、REPowerEUプラン
米国は、インフレ抑制法
中国は、14次再エネ5か年計画

を策定し、自然エネ導入目標・対策を強化
→日本は昨年策定の計画から一歩も出ていない

「再エネ大量導入」を掲げるが、
2050年目標は5－6割、
2030年目標は36－38％にとどまる。

IEAによる今後５年間の再エネ導入予測の最新
版では、昨年版より、世界、中国、米国、インドで
上方修正。日本は下方修正。

出典：IEA”Renewables 2022” 2022年12月
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（参考）欧州各国は2030年自然エネルギー電力目標を引き上げ

出典：EMBER “Shocked into 
action”(2022 年6 月)に加筆

日本:36-38%
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（参考）「キャップ＆トレードの全国導入についての都の提言」（2009年11月）

出典：東京都「キャップ＆トレードの全国導入についての都の提言」（2009年11月）より全国制度を中心に抜粋



まとめ

①エネルギー危機を受け、欧州、米国、中国などでは、エネルギー安全保障と脱炭素化を両
立する戦略の中心に、自然エネルギー拡大をおいている。
GX戦略は、この視点を欠いているのではないか。

②カーボンプライシングは、GX戦略の中心に位置づけられているのが、財源確保という観点が
制度設計の基本にあり、脱炭素目標の達成にどう寄与するかという観点が欠けているのではな
いか。

③制度案は、導入時期が遅すぎ、価格水準が低すぎ、範囲が狭すぎではないか。

④想定されている「GX経済移行債」の使途は、脱炭素化に本当に必要な分野に焦点が当
たっていないのでないか。

⑤国際的には、GX戦略、カーボンプライシング構想は、まっとうな脱炭素戦略とそのツールとは
評価されないのではないか。その結果、必要な海外からの投資も呼び込めないのではないか。
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